2010道人事委員会勧告に関わる声明
1． 道人事委員会は10月8日、月例給を平均934円・0.23％引き下げるとともに、一時金を0.2月引き下げる勧告を行った。月例給の引き下げは、独自削減前の給与の公民較差が△3,064円（△0.76％）であることを理由に、国に準じて給料表の一部を平均0.1％マイナス改定するとともに、当該年度に56歳以上となる行政職6級以上の職員の給料月額等に1.5％を乗じた額を減額するとした。同時に、寒冷地手当の支給地域区分の変更と支給額の引き下げ、義務教育等教員特別手当の支給限度額の引き下げについて勧告した。一方、独自削減については、昨年同様「異例なこと」であり、早期の適正化を要請すると報告した。
2． 地公三者共闘会議（全道庁労連、北教組、自治労道本部）は2010道人事委員会勧告に向け、独自削減の停止、月例給の水準維持と生活を守る一時金支給月数の確保を要求してきた。しかし、道人事委員会は、独自削減前の給与が民間を上回っていることを理由に国に準じたマイナス改定を行った。実際に我々が手にしている独自削減後の給与は民間給与より25,224円も少ないのが実態である。道人事委員会があくまでも制度に固執するのならば、12年の長きにわたって続けられている独自削減の停止勧告をまず行うことが必要であり、人事委員会の姿勢に抗議する。
3． また、我々が一貫して反対してきた50歳台後半層の給与の一律カットについては、56歳以上という年齢だけを理由に一定率を引き下げる措置で、職務給の原則や道人事委員会が主張してきた能力実績主義にも矛盾する。多くの県で実施を見送ろうとしている中で、道人事委員会が勧告に固執したことに強く抗議する。さらに、4月に遡ってマイナス改定分を減額する制度調整にも言及したことは極めて不満である。
4． 寒冷地手当の級地区分の見直しについては、北海道の実情や生活実感などを考慮して決定したことは評価する。しかし、一部級地が下がる地域等があることや、手当額を引き下げることは不満と言わざるを得ない。また、義務教育等教員特別手当の引き下げを勧告したことに強く抗議する。その他、報告では2013(H25)年度からの段階的定年延長を見据え、任命権者とともに検討を加速させることが言及された。
5． 独自削減が続く中、2年連続で大幅な引き下げ勧告が行われたことは不満である。景気回復の先が見えない北海道では、公務員労働者の給与決定が多くの民間労働者に波及し、延いては北海道経済に大きな影響を与えることが想定される。今後、地公三者共闘会議は、道及び道教委に対し道内経済への影響も十分考慮し、道職員の給与決定を行うよう求めるとともに、人事委員会でさえも「異例」とした独自削減への言及を踏まえて、厳しい生活を長期間にわたって強いられている職員の実態を考慮した誠意ある労使交渉を強く求め、諸要求の実現に向けた取り組みに組織の総力を挙げていくこととする。
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